
 
 

第６章 高齢者の NPO 活動開始年齢と活動への関与度 

 

 

第 1 節 はじめに 

 

65 歳以上の高齢者の割合は年々増加している。総務省の『人口推計』によると、平成

26 年時点の 65 歳以上人口は男性で 1421 万人（男性の全人口の 23%）、女性で 1875 万人

（女性の全人口の 29%）にのぼる。一方で、平成 25 年『高齢社会白書』（内閣府）による

と、健康寿命（日常生活に制限のない期間）は平成 25 年時点で男性が 71.2 年、女性が

74.2 年となっている。このことは、多くの高齢者は健康面において就労継続が可能な状

態にあるということを示唆する。 

その高齢者たちの社会貢献活動に対する意識は一般的に高い。全国の 60 歳以上の高齢

者を対象に内閣府が平成25年に実施した『高齢者の地域社会への参加に関する意識調査』

によると、何らかの活動をする団体に参加したいと考える高齢者の割合は男女ともに 72%

にのぼる。日本における高齢者の社会貢献活動への意識の高さには高齢期の時間制約の

変化が影響していると考えられる。高齢者のボランティア参加要因を分析した馬（2014）

は、定年退職経験がボランティア参加に正の影響を与えることを明らかにしている。こ

のことは、定年退職という外生的な退職要因が退職後の個人の時間の使い方に影響を与

えているということを示唆している。 

NPO の労働市場では有給職員とボランティアとが共存して活動しているという大きな

特徴がある。高齢者が NPO 活動に従事する場合にも、職員として従事するのかボランテ

ィアとして従事するかという違いが生じる。藤本（2004）も指摘するように、NPO 法人の

70%が定年制を設けていないという状況から考えれば、NPO での就労が制度的には高齢者

のセカンドキャリアの場として長く働き続けられる可能性を有する。しかしながら、実

際には NPO 活動をする高齢者で職員として活動している割合はそれほど多くない。定年

後の所得保障の場として NPO で就業することを考えるのであるならば、ボランティアで

はなく職員として活動することが求められるだろう。その一方で、高齢期の活躍機会を

提供するという立場に立てば、就業形態に関わらず高齢者がどれぐらい NPO で活躍して

いるのか、つまり活動への関与度について議論する必要がある。 

本章では、労働政策研究・研修機構が平成 26 年に実施した『NPO 法人の活動と働き方

に関する調査 個人調査』（以下『NPO 個人調査』とする）のマイクロデータを用いて、

60 歳以上の高齢者に注目して、彼（女）らの NPO 活動への関与度の違いについて議論す

る。具体的には、（1）彼（女）らの NPO 活動への参加動機、（2）NPO での活動形態ごとの

活動内容や活動への関与度の違いを確認する。そして、（3）NPO の活動開始年齢が NPO

活動への関与度に与える影響について、定年退職経験の有無を考慮しながら分析する。
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活動への関与度の計測には、『NPO 個人調査』で尋ねている「NPO での 1 ヶ月の実労働・

活動時間」と「組織運営やミッションの方針決定」「組織の全般的な業務の管理」「個々

のプロジェクトの管理・運営」への関与に関する設問の情報を用いる。 

日本のマイクロデータを用いて高齢者の就業と社会貢献活動との関係について分析を

行った浦坂（2012）は、「（現在就業している）現役タイプや（不就業でも就業意欲のあ

る）就業希望タイプのほうが（中略）引退タイプより積極的である。（中略）「アクティ

ブ度」という意味で、就業と社会貢献活動は「補完関係」を成しているといえる」と述

べ、早い時期からの社会貢献活動への参加を促す重要性を指摘している（p. 122、カッ

コ内は筆者が加筆）。もし、早い時期からの参加、すなわち高齢期における活動開始の早

さそのものが NPO 活動への関与度を向上させているならば、参加するタイミングの遅さ

は高齢者の人的資本の活用を非効率なものにしていると解釈できよう。このことは、NPO

（労働需要）側の立場からも重要な論点である。『NPO 法人の活動と働き方に関する調査 

団体調査』（以下『NPO 団体調査』とする）の結果をまとめた労働政策研究・研修機構（2015）

によると、NPO 団体の人材上の課題として際立って割合が高いのが「後継者探し・後継者

育成（48%）」である。人材確保が難しい若年層に代わって高齢者を活用した NPO 法人の

運営を検討する必要もあるだろう。使用するデータ上の制約はあるものの、本章ではこ

の点について可能な限り議論したい。 

ただし、本章で分析の対象とするのは「現在の NPO 法人以外で就業経験がある」高齢

者に限定していることに留意してほしい1。これは、定年退職という外生的な要因が退職

後の個人の時間の使い方に影響を与え、NPO 活動に参加する割合も異なっているのではな

いかという点を考慮するためである。本章の構成は以下の通りである。第 2 節ではボラ

ンティア（NPO）活動への参加動機に関する先行研究を示して、どのような動機が考えら

れるのかについて整理する。第 3 節では『NPO 個人調査』の記述統計を用いて、高齢者の

活動形態や活動内容、活動開始年齢の違いについて確認する。第 4 節では NPO 活動への

関与度に与える NPO の活動開始年齢の影響を捉えるための推定モデルを示し、その結果

について議論する。そして、最後に全体をまとめる。 

 

第 2 節 ボランティア活動の参加動機に関する先行研究 

 

人々はなぜボランティア活動へ参加するのであろうか。Menchik and Weisbrod (1987) 

                                                  
1 本章の分析で用いる『NPO 個人調査』は内閣府の NPO 法人リストより無作為にサンプリングした全国の

NPO 法人 12000 団体で活動する事務局長、有給職員、ボランティアをそれぞれ対象に実施された。『NPO 個

人調査』については、ボランティアよりも事務局長や有給職員を優先して調査票を配布しており、ボラン

ティアに対しても定期的あるいは頻繁に活動に参加している人を優先して配布している。また、定年退職

経験の有無は現在の NPO 法人以外で働いたことがある個人にのみ質問している。  
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は、参加する誘因について“投資”モデルと“消費”モデルのふたつに分けて考える2。

“投資”モデルでは、ボランティア活動をすることは職業上の経験を積むことの手段で

あり、将来の期待所得を上昇させるための投資であると考える。ただし、加齢は投資に

対する回収期間を短くすることから、高齢期におけるボランティア活動への参加を“投

資”モデルで考えるのは難しいと予想される。実際に、多くの研究において、ある年齢

に達するまではボランティアの参加率が高まるがその後低下するパターンがあるという

結果が示されている。例えば、フランスのマイクロデータを用いて分析した Prouteau and 

Wolff (2006) は、ボランティア活動参加において年齢の 2 乗が負、年齢の 1 乗が正の効

果を持つことを指摘する。また、アメリカのマイクロデータを用いた Simmons and 

Emanuele (2010) や日本のマイクロデータを用いて分析した奥山（2009）も同様の年齢

効果を確認している。 

一方、“消費”モデルでは、ボランティア活動をすること自体が個人の効用を高めると

仮定する3。そして、消費と余暇から効用を得る一般的な労働供給モデルにボランティア

活動を加えて時間制約と予算制約をつけた最適化問題を解くことで, 個人の最適なボラ

ンティア活動を示すことができる。ただし、Freeman (1997) は、ボランティア活動を行

うかどうかという選択について一般的な労働供給モデルでの説明は限定的であることを

指摘する。その上で、Freeman (1997) は家族や友人、会社の人から頼まれるということ

がボランティア活動参加の決定に影響を与えていると結論づけている。このことは、人

間関係に基づく依頼や勧誘によるきっかけの重要性を示唆する。 

人から頼まれるという要因以外にも、ボランティアの参加動機についての研究は多く

存在する。Andreoni (1990) はボランティアへの参加や寄付が心理的な満足感を高める

ということを考慮した理論モデルを提示し、ボランティアや寄付をすることによって自

分自身が社会に役立っているという満足感（warm glow）が高まるということを指摘した。

Crumpler and Grossman (2008) は、寄付行為に与える warm glow 自体の効果について実

験による検証を行い、その効果が統計的に有意に観察されることを示している。また、

Prouteau and Wolff (2008) は友達作りをボランティア参加の動機としているかどうか

に注目している。そして、フランスのマイクロデータを用いて、ボランティア団体に友

達がいるかどうかがボランティア参加率に与える影響は統計的には確認されないが、ボ

ランティア参加することはボランティア団体に友達がいる確率を上昇させることを示し

ている。 

                                                  
2 消費モデル（Private consumption model）と投資モデル（Investment model）以外に公共財モデル（Public 

goods model）という考え方がある（Ziemek 2006）。 
3 Meier and Stutzer (2008) はボランティアすることが生活満足度を向上させるかを検証している。旧東

ドイツでは公共サービスはボランティア組織と一体となっていたため、東西ドイツ統一時にはボランティ

ア組織が活動できない状態に陥ったという自然実験を利用して分析した結果、ボランティア活動をするこ

と自体が満足度を上げることを確認する。  
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本章で用いる『NPO 個人調査』は現在 NPO 法人で活動する個人を対象としていることか

ら、これらの先行研究が注目しているような「ボランティア活動をするかどうか」とい

う個人の選択を分析することはできない。ただし、『NPO 個人調査』では、NPO 法人での

活動形態が職員なのかボランティアなのかということは識別が可能である。職員かボラ

ンティアかという活動形態の選択に注目した分析として Carpenter and Myers (2010) が

ある。Carpenter and Myers (2010) はアメリカのバーモント州では消防士がボランティ

アと職員のふたつの就業形態に分かれていることに注目し、マイクロデータを用いて個

人の選好の違いがボランティアとして活動する確率に与える影響を分析している。そし

て、家族が消防士である人や消防署から参加を求められた人ほどボランティアで活動し

ていることを明らかにする。また、ボランティアすることは友達作りのよい方法である

と考える人ほどボランティアとして参加していることも示される。 

このように、ボランティアの参加動機は複数の要因が考えられる。本章で分析に用い

る『NPO 個人調査』では複数の参加動機について尋ねているので、これらの動機の違いが

活動形態や活動内容とどのような関係にあるのかについて次節以降で確認したい。 

 

 

第 3 節 記述統計 

 

1．分析対象の高齢者の個人属性 

 分析に入る前に、本章で用いる『NPO 個人調査』のデータセットについて説明しよう。

『NPO 個人調査』は現在 NPO 法人で活動する人を対象としている。本章では、分析対象を

調査時点で 60 歳以上の高齢者とする。そして、定年退職という外生的なイベントの影響

を考慮するために、「定年退職の経験の有無」に関する設問に回答していない個人（現在

の NPO 以外での就業経験がない個人）は分析対象から除いた。なお、定年退職の経験に

ついての設問では、現在の NPO 法人以外での定年退職経験に限定していない。しかし、

NPO 法人の 70%が定年制を採用していない（藤本（2004））ということを考慮すれば、多

くの定年退職経験者は NPO 法人以外の企業や団体で定年退職を経験したと解釈すること

が自然であろう。さらに、後節の推定モデルにおいて使用する質問すべてに回答してい

ないサンプルも除外している。これらの手続きにより、最終的に分析で使用するサンプ

ルサイズは 621、うち定年退職経験ありのサンプルサイズは 361、経験なしのサンプルサ

イズは 260 である。 

 本章の分析対象である高齢者と大規模調査が報告する高齢者と属性は大きく異なって

いるのであろうか。第 6-3-1 図では、年齢（パネル A）と学歴（パネル B）について平成

24 年の『就業構造基本調査』（総務省）で示される 60 歳から 84 歳までの高齢者との比較

を表している。『就業構造基本調査』の高齢者については、総計（有業者＋無業者）と有
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業者のみの 2 つのパターンを示している。年齢について『就業構造基本調査』の総計と

『NPO 個人調査』とを比較すると、『NPO 個人調査』では前期高齢者の割合が相対的に高

い。ただし、『就業構造基本調査』の総計には無業者も含まれている。高齢になるほど加

齢に伴う身体能力の低下などで無業となる高齢者も少なくない。そこで、『就業構造基本

調査』の有業者と『NPO 個人調査』を比較しよう。『就業構造基本調査』の総計と比較し

た場合とは異なり、70 歳以降については両者に大きな違いは確認されない。しかし、『NPO

個人調査』では 65 歳から 69 歳層の割合が相対的に高くなっている。 

 次に、学歴の違いについて比較する。パネル B では 60 歳から 69 歳の場合と 70 歳以降

の場合とに分けて示している。『就業構造基本調査』総計の場合と有業者の場合の両方と

比べても『NPO 個人調査』では高学歴の割合が高い。高学歴の人（人的資本が高い人）ほ

どボランティア活動に参加するという傾向は、これまでのボランティア供給に関する先

行研究でも一貫して観察されていることである。 

 

第 6-3-1 図：マクロデータとの比較 

パネル A：年齢 
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パネル B：学歴 

 

 

 

出所：総務省『就業構造基本調査』、『NPO 個人調査』よりそれぞれ筆者作成。 

注：『就業構造基本調査』では 60 歳から 84 歳までのサンプルに限定している。 

 

第 6-3-2 図では、定年退職経験の有無別での年齢（パネル A）と学歴（パネル B）分布

の比較を示している。年齢について確認すると、定年退職経験なしの NPO 活動者は 60 歳
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台前半に集中しているのに対して、定年退職経験ありの NPO 活動者は 60 歳台後半から 70

歳台前半に集中していることがわかる。一方で、学歴については両者に大きな違いは見

られない。 

NPO での活動形態は両者で違いが観察されるのであろうか。パネル C ではフルタイム・

パートタイム・ボランティアの 3 つの活動形態割合を表している。これをみると、定年

退職経験ありの者はボランティアとして活動している割合が多く、定年退職経験なしの

者はフルタイムやパートタイムの職員として活動している割合が多いことが分かる。定

年退職経験ありの者の 60％はボランティアとして活動しているのに対して、定年退職経

験なしの者の 44％はフルタイムの職員として活動している。フルタイムやパートタイム

として働いている者を職員というカテゴリーにまとめて、職員・ボランティアという区

分で年齢と学歴の違いを確認しているのがパネル D と E である。学歴については両者に

大きな違いは確認されないのに対して、年齢では 60 歳台前半で大きく異なっている。職

員で活動する者と比べるとボランティアで活動する者の年齢分布は右へ偏っている。 

 

第 6-3-2 図：分布比較 

パネル A：定年退職経験別にみた年齢 

 

 

 

 

 

 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

60～64歳 65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳

定年退職経験ありn=361 定年退職経験なしn=260

－ 127 －

労働政策研究報告書No.183

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 
 

 

パネル B：定年退職経験別にみた学歴 

 

 

パネル C：定年退職経験別にみた現在の NPO 法人での活動形態 
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パネル D：現在の NPO 法人での活動形態別にみた年齢 

 

 

パネル E：現在の NPO 法人での活動形態別にみた学歴 

 

出所：『NPO 個人調査』よりそれぞれ筆者作成。 
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2．現在の NPO 法人での活動開始年齢 

第 6-3-2 図のパネル A で示した 60 歳台前半では定年退職経験なしの割合が多いという

状況が発生する理由はいくつか考えられる。例えば、定年退職経験なしの者の多くは以

前から NPO 法人で活動していたのかもしれない。一方で、定年退職経験ありの者は定年

退職した後に NPO で活動し始めた人が多いのかもしれない。これらの理由を識別するに

は、NPO 法人での活動開始年齢を確認すればよいだろう。第 6-3-3 図は定年退職経験の有

無別にみた活動開始年齢のカーネル分布である4。定年退職経験ありの場合の活動開始年

齢の分布は定年退職経験なしの場合のその分布よりも大きく右に偏っている。この傾向

は活動形態が職員でもボランティアでも変わらない。定年退職経験なしの活動開始年齢

分布は 50 歳台でピークをむかえている。分析対象の高齢者は 60 歳以上であることから、

その多くは昔から現在の NPO 法人で活動していたことになる。 

 

第 6-3-3 図：現在の NPO 法人での活動開始年齢 

 

出所：『NPO 個人調査』よりそれぞれ筆者作成。 

 

これに対して、定年退職経験ありの場合では活動開始年齢のピークは 60 歳以降となっ

ている。さらに、職員のサンプルでは活動開始年齢が 61 歳ごろを過ぎると急激に低下す

るのに対して、ボランティアのサンプルでは 65 歳ごろまでピークを維持していることも

観察できる。職員の場合とボランティアの場合とで活動開始年齢のピーク幅に差が生じ

ている理由としては、職員とボランティアという活動形態の違いが影響している可能性

がある。例えば、定年退職経験ありの人に対して現在の NPO 法人で活動を始めた直接の

きっかけを聞いてみると（第 6-3-4 図）、「職場や仕事を通じた紹介」をそのきっかけと

                                                  
4 変数�が��の時のカーネル密度推定量は������ � �

�� ∑ � ������� ����� と表すことができる（�はバンド幅、��∙�は
カーネル関数を表す）。カーネル関数にはさまざまなものがあるが、本稿では Epanechnikov カーネルを使
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して挙げた割合は職員の場合が23%であるのに対してボランティアの場合は15%にとどま

っている。また、職員の場合はハローワークを通じての公募（7%）もそのきっかけとな

っており、NPO を定年退職直後からの就労の場と見なしている傾向が強いのかもしれない。 

 

第 6-3-4 図：現在の NPO 法人で活動を始めた直接のきっかけ 

（定年退職経験ありサンプル） 

 

出所：『NPO 個人調査』より筆者作成。 

 

3．NPO 活動の内容と活動動機 

それでは、高齢者はどういう分野の NPO で活動しているのだろうか。第 6-3-1 表には

高齢者が活動する NPO の主要活動分野の割合をまとめている。なお、高齢者が活動する

NPO の属性が NPO 全体（『NPO 団体調査』の結果）の属性と大きく異なっていないかを確

認すると、「まちづくり・観光振興・農村漁村・中山間地域振興」分野で個人調査の結果

が団体調査の結果（10.6%）をやや上回るものの、その他は大きく異なっていない。ただ

し、定年退職経験の有無別でみると、活動分野の割合にも大きな違いが生じている。特
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に、「健康・医療・福祉」の分野でその違いが顕著にみられる。定年退職経験がない者の

60％は「健康・医療・福祉」を主要な活動分野とする NPO で活動しているのに対して、

定年退職経験がある者は 30%にとどまっている。 

 

第 6-3-1 表：NPO 法人の主要な活動分野 

 

出所：『NPO 団体調査』・『NPO 個人調査』よりそれぞれ筆者作成。 

注：団体調査の結果はウエイト付けしており、個人調査の結果は分析で使用する質問にすべて回答

したサンプルに限定している。 

 

 次に、高齢者が NPO でどのような活動をしているのかについて、具体的な内容を確認

しよう。『NPO 個人調査』では「現在の NPO 法人であなたが行っている活動内容の中で主

なものをひとつ答えてください（問 5）」という設問がある。その回答をまとめた第 6-3-5

図のパネル A と B をみると、高齢者の主な活動内容として最も多く挙げられるのが「組

織全体の事業計画・運営・管理」である。ただし、これは『NPO 個人調査』の調査票が事

務局長に優先して配布されていることを反映しているのかもしれない。本章の分析対象

の 621 サンプルのうち 397 サンプルは事務局長である5。「組織全体の事業計画・運営・

管理」は事務局長の重要な仕事のひとつと考えられる。そこで、事務局長以外のサンプ

ルについての主な活動内容をまとめたのがパネル C と D である。これをみると最も多く

挙げられる活動内容は「現場での活動」であり、定年退職経験がありボランティアとし

て活動している者の約半数が「現場での活動」を挙げている。一方で、定年退職経験な

しの者が職員として活動している場合、専門的な仕事をしている割合も高いことがわか

る。 

 

 

 

 

 

                                                  
5 回答者が事務局長の場合の年齢について『NPO 個人調査』のローデータ（回答者すべて）を確認すると、

平均値は 57.8（標準偏差は 12.4）、最頻値は 65 歳（n=114）であった。本章での分析対象は年齢が 60 歳以

上であるため、相対的に事務局長の割合は多くなる。  
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第 6-3-5 図：現在の NPO 法人での主な活動内容 

パネル A：職員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

組織全体の事業計画・運営・管理

個々のプロジェクトの企画・運営

資金調達

会計・経理

人事

一般事務

ボランティアコーディネート

行政・企業との連携

専門的な仕事

広報

調査・研究

下記の業務の補助的な仕事

現場での活動

その他

定年退職経験ありn=145 定年退職経験なしn=165

－ 133 －

労働政策研究報告書No.183

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 
 

 

 

 

 

第 6-3-5 図（つづき） 

パネル B：ボランティア 
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第 6-3-5 図（つづき） 

パネル C：職員（事務局長除く） 
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第 6-3-5 図（つづき） 

パネル D：ボランティア（事務局長除く） 

 

出所：『NPO 個人調査』よりそれぞれ筆者作成。 

 

ところで、NPO で活動する高齢者はどういう動機で活動を始めたのだろうか。『NPO 個

人調査』では、12 項目の参加動機のあてはまり度について「あてはまる・ややあてはま

る・あまりあてはまらない・あてはまらない」の 4 段階で尋ねている。そこで、これら

の回答について「あてはまる・ややあてはまる」と回答した人の割合を第 6-3-6 図に表

す。まず、職員（パネル A）として活動する人とボランティア（パネル B）として活動す

る人との間で大きく異なっているのが、「収入を得るため」という動機である。ボランテ

ィアとは無給で行う非強制的な仕事であることから、収入を得るためにボランティアと
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して活動する人はいない。 

「人の役に立ち、社会や地域に貢献するため」や「NPO 法人の理念や活動目的に共感し

たため」など心理的な満足感を動機に挙げる人の割合は非常に高く、自分自身が社会に

役立っているという満足感がボランティア活動への動機となるという先行研究の指摘と

同じ傾向を示す。また、特にボランティアとして活動する者において「仲間や友人の輪

を広げるため」を動機とする割合も高いという点は、Carpenter and Myers (2010) の指

摘と一致している。 

一方で、定年退職経験の有無に注目すれば「時間ができたため」という動機を挙げる

割合が異なっていることがわかる。職員とボランティアともに、定年退職経験ありの者

が時間の余剰を動機とする割合は定年退職経験なしの者がそれを動機とする割合の約 2

倍に達している。高齢者にとって定年退職後の時間の余剰が NPO への活動動機の大きな

要素となっていることがうかがえる。 

 

第 6-3-6 図：現在の NPO 法人で活動を始めた動機 

パネル A：職員 

 

 

 

 

 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

人の役に立ち，社会や地域に

貢献するため

NPO法人の理念や活動目的に

共感したため

収入を得るため

自分の経験や能力を生かすた

め

新しい知識や技術，経験を得る

ため

将来働く際に有利な経験を得る

ため

授業の単位や資格を取るため

仲間や友人の輪を広げるため

必要な情報やつながりを得るた

め

家族や友人に頼まれた，誘わ

れたため

時間ができたため

義理，断り切れなかったため

定年退職経験ありn=145 定年退職経験なしn=165

－ 137 －

労働政策研究報告書No.183

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 
 

   第 6-3-6 図（つづき） 

パネル B：ボランティア 

 

出所：『NPO 個人調査』よりそれぞれ筆者作成。 

 

 高齢期には時間制約にゆとりが出るにしても、いつどれぐらいの時間を NPO 活動に費

やしているのだろうか。『NPO 個人調査』では、活動の曜日と時間帯についても尋ねてい

る（問 6）。そこから得られた情報を用いて活動日と時間帯についてまとめたのが第 6-3-7

図である。職員として活動している場合、定年退職経験の有無に関係なく「平日の昼間

のみ」に活動する人の割合が高い（約 60%）。それに対して、ボランティアとして活動し

ている場合、定年退職経験の有無に関係なく「特に決まっていない」者の割合が高い（35%

から 40%）。このことは彼（女）らの実際の活動時間の違いからも確認することができる。

第 6-3-8 図では NPO での 1 ヶ月の実労働・活動時間のカーネル分布を示している。ボラ

ンティアの分布のピークは月 20 時間程度となっているのに対して、パートタイムの分布

のピークは月 80 時間程度であり、フルタイムの分布では月 160 時間の部分に集中してい

る。月 160 時間という回答の多さは、法定労働時間である週 40 時間を反映していると思

われる。 
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第 6-3-7 図：現在の NPO 法人での活動日 

パネル A：職員 

 

 

パネル B：ボランティア 

 

出所：『NPO 個人調査』よりそれぞれ筆者作成。 
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第 6-3-8 図：現在の NPO 法人での 1 ヶ月の実労働・活動時間 

 

出所：『NPO 個人調査』より筆者作成。 

 

4．活動開始年齢と活動への関与度 

 定年退職という外生的な退職要因の経験の有無によって、現在の NPO 法人での活動開

始年齢に差が生じていることを第 6-3-3 図で確認した。ここで、高齢者が NPO 活動を始

めるタイミングとその後の NPO 活動への関与度との関係について議論したい。活動への

関与度を測る方法としては、大きく分けて具体的な活動内容についての関与を直接尋ね

るという“質”で捉える方法と活動時間の長さという“量”で捉える方法が考えられる。

本章では“質”で捉える方法として「組織運営やミッションの方針決定」「組織の全般的

な業務の管理」「個々のプロジェクトの管理・運営」への関与に関する設問を、“量”で

捉える方法として「1 ヶ月の実労働・活動時間」の情報に注目して、それぞれ関与度を測

ることにする。 

人的資本理論によると、人的資本は一般的なものと企業特殊的なものとに分かれる。

前者の一般的人的資本とは他の企業おいても有用な“一般的”な技能である。これに対

して後者は各企業特有の技能となるため、“企業特殊的”な技能は他の企業では有用とは

ならない。これらの技能の違いは賃金プロファイルの差として現れると考えられる。企

業特殊的な技能がより求められる状況では、賃金は勤続年数とともに上がることになる。 

NPO での活動内容（仕事内容）の多くが一般的な技能のみを必要とするものであるなら
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ば、NPO で活動し始めるタイミングの早さ（遅さ）そのものが NPO での活動成果（NPO 活

動への関与度）に影響する可能性は小さいだろう。なぜならば、一般的な技能は当該 NPO

以外でも蓄積可能なものであるからである。しかし、NPO での活動内容の多くにおいて企

業特殊的な技能が必要であるならば、当該 NPO での活動期間の長さが NPO での活動成果

に影響を及ぼすことになろう。NPO の有給職員について賃金関数を推定した浦坂（2006）

は、2005 年に実施された『NPO 活動と就業に関する実態調査』のマイクロデータを用い

て、勤続年数とみなせる現在の NPO での活動年数が賃金に正の影響を与えていることを

示している。この結果は、NPO での活動に対して勤続年数（活動年数）の影響が小さくな

いことを示唆している。 

高齢者がある NPO で活動を開始する状況を考えてみると、彼（女）の活動年数をより

長くするためには、なるべく早く当該 NPO で活動し始めることが求められる。よって、

活動開始年齢の早さ（遅さ）は NPO 活動への関与度に正（負）の影響を与えることが予

想される。第 6-3-9 図は、活動時間と活動開始年齢との散布図と、NPO 活動の管理や運営

への関与の有無別にみた活動開始年齢のカーネル分布をそれぞれ示したものである。 

 

第 6-3-9 図：現在の NPO 法人での活動開始年齢と活動への関与度との関係 

パネル A：定年退職経験あり 
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パネル B：定年退職経験なし 

 

出所：『NPO 個人調査』よりそれぞれ筆者作成。 

 

活動時間と活動開始年齢との関係をみると、定年退職経験の有無に関係なく両者に明

確な相関は確認されない。それに対して、NPO での管理や運営への関与の有無に注目する

と、明確な違いが確認される。定年退職経験なしの場合（パネル B）では、「組織運営や

ミッションの方針決定」「組織の全般的な業務の管理」「個々のプロジェクトの管理・運

営」の各項目について「かなり関与している」者のほうが「それほど関与してしない」

者よりも分布が明らかに左へ偏っていることが分かる。すなわち、「かなり関与している」

者のほうが活動開始年齢は早いということになる。これに対して、定年退職経験ありの

場合（パネル A）をみると、「組織運営やミッションの方針決定」「組織の全般的な業務の

管理」「個々のプロジェクトの管理・運営」の各項目とも分布の明確な偏りは確認されな

い。しかしながら、「それほど関与していない」者は 60 歳前半層で「かなり関与してい

る」者を上回っている一方で、「かなり関与している」者は 50 歳台前半で「それほど関

与していない」者を大きく上回っている。これらの結果から、定年退職経験の有無に関

わらず、活動開始年齢の早さが管理や運営への関与度に対して正の影響を与えているこ

とが示唆される。続く第 4 節では、この両者の関係について推定モデルを用いて詳細な

分析を行う。 
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第 4 節 NPO 活動開始年齢が活動への関与度に与える影響 

 

1．推定モデル 

 現在の NPO 法人での活動開始年齢が活動時間と NPO の運営や管理への関与度に与える

影響を確認するために、『NPO 個人調査』と『NPO 団体調査』のマイクロデータをマージ

したデータセットを用いて推定する。活動時間と NPO の運営や管理への関与度が以下の

式でそれぞれ表現できるとする。 

 

�� � ��Start� � X��� � Z��� � ���	          （1） 	
 

 

��∗ � ��Start� � X��� � Z��� � ���	          （2） 	
�� � 1			��			��∗ � �	
� �			��			��∗ � � 

 

��	は高齢者�の NPO における 1 ヶ月の実労働・活動時間を表す。��∗	は高齢者�の NPO の運

営や管理への関与度を表す潜在変数であり、�� � 1の場合は「かなり関与する」、�� � �の
場合は「それほど関与しない（やや関与する・あまり関与しない・関与しない）」ことを

表す。Start�は現在の NPO での高齢者�の活動開始年齢である。X�には高齢者�の活動動機や

観察可能な個人属性を表す変数が含まれる。また、Z�は高齢者�が活動する NPO 団体�の観

察可能な属性を示している。また、誤差項���と���はそれぞれ平均がゼロ、分散が��	の正

規分布に従っているとする。ただし、サンプルは NPO で活動している人のみであり（1）

式に含まれる活動時間には��>0 の条件がつくので、（1）式の推定には切断回帰モデル

（Truncated Regression Model）を用いる。注目する係数は�である。現在の NPO 法人で

の活動年数が長く(活動開始が早く)なればなるほど活動への関与度が増すならば、�の符

号はマイナスとなる。 
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第 6-4-1 表：記述統計量 

 

 

推定で用いる変数の記述統計量を第 6-4-1 表に示している。管理や運営への関与度を

確認すると、「組織運営やミッションの方針決定」にかなり関与している割合は 63%、「組

織の全般的な業務の管理」にかなり関与している割合は 62%、「個々のプロジェクトの管

理・運営」にかなり関与している割合は 49%となっている。ただし、分析対象の 621 サン

プルのうち 397 サンプルが事務局長であることに注意しなければいけないだろう。事務

局長は活動への関与度がより高い立場であることは容易に想像される。そこで、（1）式

と（2）式の推定では、事務局長を除くサンプルを用いた推定も追加的に行い、事務局長

以外の立場で活動する者についても同じ効果が観察されるかを確認する。 

サンプルサイズ=621 平均 標準偏差 最小 最大
1ヶ月の実労働・活動時間 89.88 69.04 1 336
「組織運営やミッションの方針決定」への関与 0.63 0.48 0 1
「組織の全般的な業務の管理」への関与 0.62 0.49 0 1
「個々のプロジェクトの管理・運営」への関与 0.49 0.50 0 1

活動開始年齢 58.79 6.51 34 78
定年退職経験ダミー 0.58 0.49 0 1
職員ダミー 0.50 0.50 0 1
男性ダミー 0.67 0.47 0 1
年齢 66.25 4.75 60 82
活動動機ダミー
　社会・地域に貢献 0.94 0.25 0 1
　理念に共感 0.87 0.34 0 1
　収入確保 0.28 0.45 0 1
　経験・能力を生かす 0.79 0.41 0 1
　知識・経験を得る 0.53 0.50 0 1
　仲間・友人の輪を広げる 0.62 0.48 0 1
　情報・つながりを得る 0.54 0.50 0 1
　家族・友人に頼まれた 0.36 0.48 0 1
　時間ができた 0.46 0.50 0 1
　義理・断り切れなかった 0.20 0.40 0 1
短大・高専・専門学校以上卒ダミー 0.65 0.48 0 1
介護経験ダミー 0.57 0.50 0 1
家族にボランティア経験者ありダミー 0.36 0.48 0 1
持ち家ダミー 0.89 0.31 0 1
資格ダミー1 0.28 0.45 0 1
資格ダミー2 0.15 0.36 0 1
資格ダミー3 0.21 0.41 0 1
資格ダミー4 0.71 0.46 0 1
所属団体の活動分野ダミー1 0.43 0.50 0 1
所属団体の活動分野ダミー2 0.08 0.27 0 1
所属団体の活動分野ダミー3 0.09 0.28 0 1
所属団体の活動分野ダミー4 0.14 0.35 0 1
所属団体の年間収入額（万円） 3539.00 6761.48 0 61374
所属団体活動従事者に占めるボランティア割合 0.62 0.43 0 1

－ 144 －

労働政策研究報告書No.183

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 
 

分析で用いるデータセットは現在 NPO 活動に参加する高齢者が対象となるため、脱落

サンプル（サンプルセレクションバイアス）の影響が含まれている可能性は残されてい

る。もし、NPO で活動する人の定着率が低いならば、あまり熱心でない人が途中で辞めて

結果として活動に熱心な人がサンプルに残るという状況になるだろう。この場合、活動

開始年齢の効果を過大評価していることになる。しかしながら、労働政策研究・研修機

構（2015）が報告するように、『NPO 団体調査』の NPO 法人での職員・ボランティア定着

率に関して「職員やボランティアの定着率の向上」が課題であると回答する法人の割合

は全体の 10%と少ない6。 

 

2．推定結果と考察 

 （1）式と（2）式の推定モデルに関して限界効果を計算した結果を第 6-4-2 表に示し

ている。（1a）列から（4a）列は事務局長を含むサンプルを使った結果である。なお、限

界効果は説明変数が連続変数の場合には平均値で評価した値を、ダミー変数の場合には

ダミー変数が 0 から 1 へ変化した場合の確率の変化をそれぞれ表している。1 ヶ月の実労

働・活動時間（（1a）列）に対する活動開始年齢の限界効果はマイナスであり統計的に有

意であることが確認される。活動開始が早いほど活動時間は長くなることがわかる。ま

た、定年退職経験ダミーの限界効果がマイナスであることも統計的に有意に確認される。

定年退職そのものは活動時間に対してマイナスの影響を与えているようである。 

一方で、管理や運営への関与に注目すると、組織運営やミッションの方針決定への関

与度（（2a）列）と組織の全般的な業務の管理（（3a）列）では、活動開始年齢の限界効

果はマイナスであり統計的に有意である。それに対して、個々のプロジェクトの管理・

運営への関与度（（4a）列）では、活動開始年齢の限界効果は統計的に有意に観察されな

い。これら 3 つの項目の内容を比較すると、前者 2 つは「組織全体」に関することであ

ることから、活動開始年齢の低さは「組織全体」に関わる業務への関与度の向上に影響

を与えていると解釈できる。これに対して、後者は「個別」の事案に関することであり、

前者 2 つと比較して業務の範囲は相対的に狭いと予想される。活動開始年齢の限界効果

が非有意であるという結果は、相対的に狭い範囲の業務については活動開始年齢の低さ

は重要な要素となっていないということを表しているのかもしれない。一方で、定年退

職経験ダミーの限界効果はマイナスであるものの統計的に有意には観察されない。定年

退職そのものが管理や運営に対する関与度に対して影響を与えているわけでないという

ことが示唆される。 

 その他の変数の影響を確認しよう。女性よりも男性がより管理や運営への関与度が高

いことが統計的に有意に確認される。また、（活動開始年齢を一定としても）高齢になる

                                                  
6 若年層が多い NPO 法人では「職員・ボランティアの定着率の向上」を課題としてあげる割合が 17%と高

くなっている。 
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ほど活動時間や管理・運営への関与度が増加することも統計的に有意に観察される。た

だし、この年齢のプラスの効果は事務局長の効果を捉えているのかもしれない。 

活動動機の違いの影響に注目すると、「時間ができた」ことを動機とした者はそうでな

い者よりも活動への関与度が低下することを統計的に有意に観察できる。一方、「義理・

断り切れなかった」ことが動機となった者はそうでない者よりも管理や運営への関与度

が高まることを統計的に有意に確認できる。この効果は個々のプロジェクトの管理・運

営への関与に対して最も大きくなっている。この結果は Freeman (1997) が指摘した人間

関係に基づく依頼や勧誘によるきっかけは、ボランティア活動をするかしないかという

選択だけでなくどのぐらい活動へ質的に関与するかという決定の重要な要素となってい

るということを示唆している。また、「理念に共感した」ことを動機に挙げた者はそうで

ない者よりも「組織全体」に関する活動への関与度（（2a）列と（3a）列）が高いことも

統計的に有意に観察される。そして、「収入確保」を動機に挙げる人はそうでない者より

も活動時間（（1a）列）が長くなることが統計的に有意に観察される。 

 事務局長以外の者に注目した場合、これまで得た推定結果は大きく異なるのだろうか。

第 6-4-2 表の（1b）列から（4b）列が事務局長を除いたサンプルでの結果である。活動

時間に対する参加動機の効果について、事務局長を含むサンプルを用いた結果（（1a）列）

と比較すると、参加動機が「収入確保」場合以外は統計的に有意な影響が観察されず、

年齢も統計的に有意ではない。一方、活動開始年齢の影響は、事務局長を含んだサンプ

ルでの結果と同じく統計的に有意に確認することができる。事務局長以外の立場として

活動する者においても、活動開始年齢の低さは活動時間を増加させる効果をもっている

ことがわかる。さらに、活動開始年齢の（平均値で評価した）限界効果の絶対値は事務

局長を含まない場合（-2.024）のほうが大きい。 

次に、管理や運営への関与度に対する参加動機の効果について事務局長を含むサンプ

ルを用いた結果（（2a）列から（4a）列）と比較すると、参加動機が「理念に共感した」

場合以外は統計的に有意な影響が観察されない。「時間ができた」ことを動機とした者は

そうでない者よりも活動への関与度が低下することも統計的に有意には確認されない。

また、年齢も統計的に有意な影響は見られない。一方で、活動開始年齢の影響は、事務

局長を含むサンプルを用いた結果と同様に、「組織運営やミッションの方針決定」（（2a）

列）と「組織の全般的な業務の管理」（（3a）列）において統計的に有意に確認すること

ができる。事務局長以外の立場として活動する者においても、活動開始年齢の低さが「組

織全体」に関する管理・運営への関与度を高める効果をもっていることがわかる。また、

「組織運営やミッションの方針決定」（2a）に注目すれば、活動開始年齢の（平均値で評

価した）限界効果の絶対値は事務局長を含まない場合（-0.023）のほうが事務局長を含

む場合（-0.016）よりも大きい。事務局長以外の者が「組織運営やミッションの方針決

定」へ関与するかどうかに対して活動開始年齢がより大きな影響を持つようである。 

－ 146 －

労働政策研究報告書No.183

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 
 

 

 

  

第
6-

4
-
2表

：推
定

結
果

（
N

P
O

活
動

の
関

与
度

に
与

え
る

影
響

）

活
動

開
始

年
齢

-
1.

2
9
8

*
*

-0
.0

16
*
*
*

-
0.

0
1
5

**
*

-
0
.0

0
6

-
2
.0

2
4

*
*

-
0.

02
3

**
*

-
0
.0

14
*
*

0
.0

0
3

[0
.5

5
8
]

[0
.0

0
5]

[0
.0

0
5
]

[0
.0

05
]

[0
.8

36
]

[0
.0

0
7
]

[0
.0

06
]

[0
.0

0
6]

定
年

退
職

経
験

ダ
ミ

ー
-
1
1.

7
5
1

*
-0

.0
55

-
0.

0
8
6

-
0
.0

6
6

-2
0
.5

7
6

*
0.

0
3
9

-
0
.0

48
-0

.0
3
5

[7
.0

7
4
]

[0
.0

5
2]

[0
.0

5
2
]

[0
.0

53
]

[1
1
.1

68
]

[0
.0

8
7
]

[0
.0

82
]

[0
.0

8
1]

職
員

ダ
ミ

ー
9
4.

5
3
4

*
**

-0
.0

01
0.

1
5
5

**
0
.0

5
8

7
2.

28
*
*
*

-
0.

11
4

0
.0

08
-0

.0
2
7

[7
.7

6
3
]

[0
.0

6
1]

[0
.0

6
1
]

[0
.0

64
]

[1
0
.1

72
]

[0
.0

9
8
]

[0
.0

91
]

[0
.0

9
1]

男
性

ダ
ミ

ー
7.

9
8
9

0
.2

7
2

*
*
*

0.
2
5
0

**
*

0
.1

5
7

*
**

-
0
.3

7
9

0.
2
4
2

**
*

0
.2

43
*
*
*

0
.1

0
1

[5
.9

9
3
]

[0
.0

5
4]

[0
.0

5
4
]

[0
.0

53
]

[1
0
.4

66
]

[0
.0

8
1
]

[0
.0

76
]

[0
.0

7
7]

年
齢

1.
9
2
1

*
*

0
.0

2
4

*
*
*

0.
0
2
5

**
*

0
.0

1
1

*
-
0
.2

8
5

0.
0
1
5

0
.0

12
-0

.0
0
2

[0
.9

2
0
]

[0
.0

0
6]

[0
.0

0
6
]

[0
.0

06
]

[1
.3

11
]

[0
.0

1
0
]

[0
.0

09
]

[0
.0

0
9]

活
動

動
機

ダ
ミ

ー
　

社
会

・地
域

貢
献

1
3.

1
9
1

-0
.0

03
-
0.

0
1
9

0
.1

0
5

1
7
.4

9
4

-
0.

00
7

0
.0

35
-0

.0
4
6

[1
1.

1
2
9
]

[0
.0

8
5]

[0
.0

8
8
]

[0
.0

89
]

[1
1
.8

32
]

[0
.1

8
8
]

[0
.1

51
]

[0
.1

4
5]

　
理

念
に

共
感

7.
8
8
4

0
.1

2
9

*
0.

1
4
0

**
0
.0

6
8

-
1
.6

1
5

0.
1
8
2

**
*

0
.1

27
*

0
.1

0
0

[7
.5

5
5
]

[0
.0

6
7]

[0
.0

6
7
]

[0
.0

66
]

[1
1
.0

41
]

[0
.0

7
0
]

[0
.0

70
]

[0
.0

7
7]

　
収

入
確

保
1
8.

8
0
2

*
**

-0
.0

88
-
0.

0
6
6

-
0
.0

9
8

*
2
4.

17
*
*
*

-
0.

00
0

0
.0

85
-0

.0
1
4

[6
.4

5
4
]

[0
.0

5
6]

[0
.0

5
6
]

[0
.0

56
]

[9
.0

47
]

[0
.0

8
6
]

[0
.0

82
]

[0
.0

7
4]

　
経

験
・能

力
を

生
か

す
1.

2
3
9

0
.1

3
0

*
*

0.
1
1
2

**
0
.0

3
8

-
5
.6

0
9

0.
1
8
8

**
*

0
.0

83
0
.1

0
6

*
[6

.9
6
9
]

[0
.0

5
3]

[0
.0

5
4
]

[0
.0

53
]

[8
.4

71
]

[0
.0

6
2
]

[0
.0

63
]

[0
.0

6
0]

　
知

識
・経

験
を

得
る

-
4.

5
2
9

-0
.1

41
*
*
*

-
0.

0
9
5

**
-
0
.0

1
5

-1
6
.1

6
2

*
-
0.

12
5

*
-
0
.0

41
-0

.0
4
9

[6
.2

0
5
]

[0
.0

4
7]

[0
.0

4
7
]

[0
.0

48
]

[8
.6

23
]

[0
.0

7
6
]

[0
.0

69
]

[0
.0

6
6]

　
仲

間
・友

人
の

輪
を

広
げ

る
-
1
0.

6
9
6

0
.0

5
3

0.
0
1
4

0
.0

2
1

3.
0
7

0.
0
0
3

0
.0

25
-0

.0
2
3

[6
.5

3
1
]

[0
.0

5
3]

[0
.0

5
2
]

[0
.0

52
]

[8
.5

87
]

[0
.0

8
5
]

[0
.0

75
]

[0
.0

7
6]

　
情

報
・つ

な
が

り
を

得
る

0.
5
3
4

0
.0

7
5

0.
0
3
5

0
.0

3
4

-1
6
.5

1
1

*
0.

0
6
9

0
.0

40
0
.0

4
8

[6
.4

4
6
]

[0
.0

5
0]

[0
.0

5
1
]

[0
.0

52
]

[8
.6

45
]

[0
.0

7
9
]

[0
.0

71
]

[0
.0

6
7]

　
家

族
・友

人
に

頼
ま

れ
た

-
1
2.

7
4
2

*
*

-0
.0

81
*

-
0.

0
4
3

-
0
.0

9
6

*
*

-
1
.6

8
5

-
0.

02
8

-
0
.0

55
-0

.0
0
7

[5
.8

4
0
]

[0
.0

4
7]

[0
.0

4
7
]

[0
.0

48
]

[7
.8

39
]

[0
.0

7
1
]

[0
.0

62
]

[0
.0

6
6]

　
時

間
が

で
き

た
-
1
4.

1
6
6

*
*

-0
.1

33
*
*
*

-
0.

1
2
6

**
*

-
0
.1

0
5

*
*

-
4
.1

0
4

0.
0
0
5

-
0
.0

09
-0

.0
2
0

[5
.7

5
6
]

[0
.0

4
4]

[0
.0

4
4
]

[0
.0

44
]

[8
.7

43
]

[0
.0

7
1
]

[0
.0

64
]

[0
.0

6
0]

　
義

理
・断

り
切

れ
な

か
っ

た
6.

2
6
8

0
.0

9
8

*
0.

1
2
8

**
0
.1

7
8

*
**

1.
4
9

0.
0
9
5

0
.0

30
0
.1

3
3

[6
.9

1
9
]

[0
.0

5
2]

[0
.0

5
2
]

[0
.0

57
]

[1
0
.5

24
]

[0
.1

1
8
]

[0
.1

00
]

[0
.1

0
5]

短
大

・
高

専
・専

門
学

校
以

上
卒

ダ
ミ

ー
4.

0
1
1

0
.0

2
6

0.
0
7
0

0
.0

6
3

-
0
.8

3
3

0.
0
8
4

0
.0

58
0
.1

3
2

*
*

[6
.1

1
1
]

[0
.0

4
7]

[0
.0

4
8
]

[0
.0

47
]

[8
.9

32
]

[0
.0

7
6
]

[0
.0

68
]

[0
.0

5
7]

介
護

経
験

ダ
ミ

ー
-
4.

9
5
9

0
.0

7
9

*
0.

0
3
5

0
.0

2
6

0
.9

75
0.

0
5
9

0
.0

31
0
.1

2
1

*
*

[5
.5

3
6
]

[0
.0

4
3]

[0
.0

4
3
]

[0
.0

43
]

[8
.1

57
]

[0
.0

6
6
]

[0
.0

60
]

[0
.0

5
8]

家
族

に
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
経

験
者

あ
り

ダ
ミ

ー
6.

3
7
5

0
.0

4
0

0.
0
4
1

0
.0

5
3

-
0
.7

3
4

0.
0
8
6

0
.0

65
0
.0

3
4

[5
.6

9
2
]

[0
.0

4
4]

[0
.0

4
4
]

[0
.0

44
]

[8
.4

85
]

[0
.0

7
9
]

[0
.0

70
]

[0
.0

6
6]

持
ち

家
ダ

ミ
ー

-
1
3.

4
5
6

-0
.0

59
-
0.

0
1
6

-
0
.1

4
6

*
*

-2
2
.1

2
4

*
-
0.

15
1

-
0
.0

01
-0

.1
0
4

[8
.5

6
0
]

[0
.0

6
2]

[0
.0

6
7
]

[0
.0

66
]

[1
1
.5

49
]

[0
.1

1
6
]

[0
.0

98
]

[0
.0

9
2]

サ
ン

プ
ル

サ
イ

ズ
62

1
6
21

6
2
1

62
1

2
2
4

2
2
4

22
4

2
2
4

M
c
F
ad

d
en

's
 I
nd

e
x

0
.1

4
0
.1

2
0.

0
7

0
.2

6
0.

1
9

0
.1

2
W

al
d
検

定
 H

0
: 
定

数
項

以
外

の
係

数
が

す
べ

て
ゼ

ロ
3
29

.8
3

*
**

1
0
2.

9
*
*
*

9
5
.2

**
*

61
.5

*
**

24
6
.4

1
*
*
*

78
.6

1
**

*
5
6.

54
*
*
*

4
4
.8

2
*
*

対
数

疑
似

尤
度

-
3
16

3
.2

-3
5
1.

0
-
36

3
.0

-
3
99

.2
-1

0
60

.5
-
10

2
.8

-
1
04

.5
-1

0
8.

6

注
4）

資
格

ダ
ミ

ー
と

所
属

す
る

N
P

O
法

人
の

属
性

に
関

す
る

変
数

の
限

界
効

果
は

掲
載

を
省

略
し

て
い

る
．

注
1）

[ 
]内

の
数

値
は

標
準

誤
差

で
あ

る
．

注
2）

*
，

 *
*
，

*
*
*は

そ
れ

ぞ
れ

有
意

水
準

1
0
%，

5
%，

1
%で

統
計

的
に

有
意

で
あ

る
こ

と
を

示
す

．
注

3）
連

続
変

数
の

限
界

効
果

は
連

続
変

数
の

平
均

値
を

用
い

て
評

価
し

た
値

を
，

ダ
ミ

ー
変

数
の

限
界

効
果

は
ダ

ミ
ー

変
数

が
0か

ら
1
へ

変
化

し
た

場
合

の
確

率
の

変
化

を
そ

れ
ぞ

れ
表

す
．

事
務

局
長

含
む

組
織

の
全

般
的

な
業

務
の

管
理

個
々

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

管
理

・
運

営

限
界

効
果

限
界

効
果

限
界

効
果

限
界

効
果

(1
a)

(2
a)

(3
a)

(4
a)

組
織

運
営

や
ミ

ッ
シ

ョ
ン

の
方

針
決

定

切
断

回
帰

モ
デ

ル

(2
b
)

切
断

回
帰

モ
デ

ル
プ

ロ
ビ

ッ
ト

モ
デ

ル

活
動

時
間

組
織

運
営

や
ミ

ッ
シ

ョ
ン

の
方

針
決

定
組

織
の

全
般

的
な

業
務

の
管

理
個

々
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
管

理
・
運

営

(3
b
)

(4
b
)

事
務

局
長

除
く

(1
b
)

限
界

効
果

限
界

効
果

限
界

効
果

限
界

効
果

プ
ロ

ビ
ッ

ト
モ

デ
ル

活
動

時
間

第
6
-
4
-
2

表
：
推

定
結

果
（
N

P
O

活
動

の
関

与
度

に
与

え
る

影
響

）
 

－ 147 －

労働政策研究報告書No.183

労働政策研究・研修機構（JILPT）



 
 

 活動開始年齢の低さが「組織全体」の運営・管理への関与度や活動時間を増加させる

効果をもっているならば、より早い時期から活動へ参加することが求められるだろう。

現実には、第 6-3-3 図で示したように、定年退職経験なしの者の多くは 50 歳台に活動を

開始していた一方で、定年退職を経験する者の多くが定年後しばらくしてから NPO 活動

を開始するという状況が観察されていた。それでは、活動開始を 60 歳台から 50 歳台に

することで NPO 活動への関与度がどのぐらい向上することになるのだろうか。第 6-4-2

表で示した活動開始年齢の限界効果はサンプル平均値で評価した値であった。そこで、

推定モデルの結果を用いて活動開始年齢ごとに活動時間と関与確率の予測値をそれぞれ

計算してみよう（第 6-4-1 図）。活動開始年齢以外の変数はサンプルの平均値で評価する

こととする。 

 

第 6-4-1 図：活動開始年齢と活動時間・活動関与確率の予測値との関係 

パネル A：1 ヶ月の実労働・活動時間の予測値 

 

 

パネル B：組織運営やミッションの方針決定 
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パネル C：組織の全般的な業務の管理 

 

 

パネル D：個々のプロジェクトの管理・運営 

 

注 1）パネル A の左は第 6-4-2 表の(1a)列に示す推定結果を使って計算しており、「活動開始年齢」以外の

変数はサンプル全体の平均値で評価している。パネル A の右は第 6-4-2 表の(1b)列に示す推定結果

を使って計算しており、「活動開始年齢」以外の変数は事務局長以外のサンプル全体の平均値で評価

している。ボランティアは職員ダミー=0 の場合、職員は職員ダミー=1 の場合の値である。 

注 2）パネル B-D の左は第 6-4-2 表の(2a)-(4a)列に示す推定結果を使って計算しており、「活動開始年齢」

以外の変数はサンプル全体の平均値で評価している。パネル B-D の右は第 6-4-2 表の(2b)-(4b)列に

示す推定結果を使って計算しており、「活動開始年齢」以外の変数は事務局長以外のサンプル全体の

平均値で評価している。 

 

パネル A には計算した 1 ヶ月の実労働・活動時間の予測値を示している。活動（労働）

時間は職員とボランティアで大きく異なっていたことから、予測値の計算は職員（職員
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ダミー=1）の場合とボランティア（職員ダミー=0）の場合とに分けて示している。事務

局長を含んだ場合（第 6-4-2 表の（1a）列）の結果を用いると、職員（ボランティア）

である人の活動開始年齢が 65 歳の場合は 121 時間（14 時間）であるのに対して 60 歳の

場合は 128 時間（17 時間）、55 歳場合は 136 時間（20 時間）と上昇していくことがわか

る。事務局長を含まない場合（（1b）列）の結果を用いれば、その上昇率はより大きくな

ることがわかる。職員（ボランティア）である人の活動開始年齢が 65 歳の場合は 98 時

間（7 時間）であるのに対して、60 歳の場合は 110 時間（11 時間）、55 歳の場合は 122

時間（16 時間）となる。 

次に、「組織運営やミッションの方針決定」への関与確率（パネル B）を確認すると、

事務局長を含んだ場合（（2a）列）の結果を用いた場合、活動開始年齢が 65 歳で 0.54 と

なるのに対して 60 歳で 0.63、55 歳時で 0.71 と上昇していく。事務局長を含まない場合

（（2b）列）の結果を用いて計算すると、その確率の上昇はより大きくなる。活動開始年

齢が 65 歳での関与確率は 0.14 であるのに対して、60 歳で 0.23、55 歳で 0.36 と、65 歳

の時の関与確率は 55 歳の時の 2 倍以上となっている。この傾向は、「組織の全般的な業

務の管理」への関与確率（パネル C）からも観察される。このように、事務局長を含む結

果を用いた場合と含まない結果を用いた場合で、活動開始年齢の早さ（遅さ）の違いが

活動の関与度に与える影響の大きさは異なっていることがわかる。事務局長以外の立場

で NPO 活動をする人にとって、活動開始年齢が活動時間や「組織全体」の管理や運営へ

の関与に対してより大きな影響を持っている。 

 

 

第 5 節 おわりに 

 

本章では、『NPO 個人調査』のマイクロデータを用いて、60 歳以上の高齢者について NPO

活動への参加動機、活動内容や活動への関与度の違いを確認した上で、NPO の活動開始年

齢が NPO 活動への関与度に与える影響について議論した。その結果、活動開始年齢の低

さは NPO での活動時間や組織全体の運営・管理への関与度を増加させる効果をもってい

ることが示された。また、事務局長以外の立場で活動する人にとっては、活動開始年齢

が活動時間の長さや組織全体の管理や運営に関与する度合いに対してより大きな影響を

持っていることも示された。 

その上で、本章で得られた結果を踏まえれば、より早い時期（例えば 50 歳台）から NPO

活動に参加することが望まれる。ボランティア休暇の拡充など 50 歳台から NPO との関わ

りを持つような仕組みを整えることも一案だろう。一方で、現実には NPO 活動している

人のうち定年退職を経験した人の多くは定年前（60 歳以前）から NPO 活動しているわけ

でないという状況を考慮することも重要である。これは定年前の時点における時間制約
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の厳しさが影響しているのかもしれない。本章で得られた結果と 60 歳以降の労働市場の

状況を照らし合わせれば、定年退職後における時間制約の緩和を利用しながらより多く

の高齢者がスムーズに NPO 活動に参加できるかどうかに注目が集まるだろう。平成 25 年

度に高年齢者雇用安定法が改正され、65 歳までの高年齢者雇用確保措置のうち継続雇用

制度を導入する場合には希望者全員をその対象とすることが義務づけられた。ただし、

企業や団体の多くは定年延長よりも定年後の継続雇用で高齢者の雇用機会の確保を進め

ている。継続雇用の場合を含めた 60 歳台の雇用形態の状況を確認すると、「パート・ア

ルバイト」や「嘱託」という身分での雇用が多い。労働政策研究・研修機構が 2014 年に

実施した『60 代の雇用・生活調査』によると、60 歳から 69 歳までの雇用者のうち 55 歳

当時の企業に継続勤務している者の 35%が「パート・アルバイト」、約 20％が「嘱託」と

して雇用されている。さらに、彼（女）らのうちでフルタイム勤務以外の形態で勤務す

る者の割合も約 40%にのぼる。 

定年退職後に労働市場から引退する場合だけでなく継続雇用される場合においても、

定年退職前と比べると働くことに費やす時間が減少することによって、高齢者の時間配

分の制約が大きく変化している。この時間制約の緩和が高齢層の NPO 活動への参加を促

進させる大きな機会になる。例えば、定年後も継続雇用されながら NPO 活動に参加する

というライフスタイルは、就業と NPO 活動との両立が図られやすい形態のひとつだと思

われる。 
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附表1：変数の定義

活動時間
正規職員・非正規職員の場合は標準的な週あたりの実労働時間*4　（問22），
ボランティアの場合は1ヶ月あたりの活動時間 （問26）

「組織運営やミッションの方針決定」への関与
「組織運営やミッションの方針決定」にかなり関与している=1，やや関与してい
る・あまり関与していない・関与していない=0 （問12）

「組織の全般的な業務の管理」への関与
「組織の全般的な業務の管理」にかなり関与している=1，やや関与している・あ
まり関与していない・関与していない=0　（問12）

「個々のプロジェクトの管理・運営」への関与
「個々のプロジェクトの管理・運営」にかなり関与している=1，やや関与している・
あまり関与していない・関与していない=0　（問12）

活動開始年齢 年齢-（2014-現在のNPO法人で活動を始めた年）　（問1・F2）
職員ダミー 現在のNPO法人での活動形態が正規職員・非正規職員=1，ボランティア=0
男性ダミー 男性=1，女性=0 （F1）
年齢 年齢 （F2）
活動動機ダミー 現在のNPO法人での活動動機　（問3）

　社会・地域に貢献
　「人の役に立ち，社会や地域に貢献するため」があてはまる・ややあてはまる
=1，あまりあてはまらない・あてはまらない=0

　理念に共感
　「NPO法人の理念や活動目的に共感したため」があてはまる・ややあてはまる
=1，あまりあてはまらない・あてはまらない=0

　収入確保
　「収入を得るため」があてはまる・ややあてはまる=1，あまりあてはまらない・あ
てはまらない=0

　経験・能力を生かす
　「自分の経験や能力を生かすため」があてはまる・ややあてはまる=1，あまり
あてはまらない・あてはまらない=0

　知識・経験を得る
　「新しい知識や技術，経験を得るため」があてはまる・ややあてはまる=1，あま
りあてはまらない・あてはまらない=0

　仲間・友人の輪を広げる
　「仲間や友人の輪を広げるため」があてはまる・ややあてはまる=1，あまりあて
はまらない・あてはまらない=0

　情報・つながりを得る
　「必要な情報やつながりを得るため」があてはまる・ややあてはまる=1，あまり
あてはまらない・あてはまらない=0

　家族・友人に頼まれた
　「家族や友人に頼まれた，誘われたため」があてはまる・ややあてはまる=1，
あまりあてはまらない・あてはまらない=0

　時間ができた
　「時間ができたため」があてはまる・ややあてはまる=1，あまりあてはまらない・
あてはまらない=0

　義理・断り切れなかった
　「義理，断り切れなかったため」があてはまる・ややあてはまる=1，あまりあて
はまらない・あてはまらない=0

短大・高専・専門学校以上卒ダミー 最終学歴が短大・高専・専門学校・大学・大学院以上=1，中学・高校=0 （F4）
介護経験ダミー 家族の介護を過去にしたことがある・現在している=1，ない=0　（F10）
家族にボランティア経験者ありダミー 家族の中にボランティアやNPO法人等で活動した人がいる・いた=1，いない=0
持ち家ダミー 住まいは持ち家=1，持ち家だが住宅ローン返済中・持ち家ではない=0　（F8）

資格ダミー1
看護師・准看護師・社会福祉士・作業療法士・理学療法士・柔道整復師・歯科衛
生士・心理カウンセラー・精神保健福祉士・保健師・介護福祉士・ホームヘル
パー・栄養士・医療事務・医師=1，それ以外=0 （問10）

資格ダミー2 保育士・幼稚園教諭・教員免許=1，それ以外=0
資格ダミー3 簿記資格・パソコン関連資格・語学関連資格=1，それ以外=0
資格ダミー4 普通自動車免許・大型・特殊自動車免許=1，それ以外=0

所属団体の活動分野ダミー1
NPO法人の主要な活動分野1番目が保険・医療・福祉=1，それ以外=0　（団体調
査票問23）

所属団体の活動分野ダミー2 NPO法人の主要な活動分野1番目が学術・文化・芸術・スポーツ=1，それ以外=0

所属団体の活動分野ダミー3
NPO法人の主要な活動分野1番目がまちづくり・観光振興・農村漁村・中山間地
域振興=1，それ以外=0

所属団体の活動分野ダミー4 NPO法人の主要な活動分野1番目が環境保全=1，それ以外=0
所属団体の年間収入額（万円） NPO法人の2013年度の年間収入額 （団体調査票問30）

所属団体活動従事者に占めるボランティア割合
NPO法人の2014年3月末時点の（有償ボランティア人数＋無償ボランティア人
数）/（正規職員数＋非正規職員数＋有償ボランティア人数＋無償ボランティア
人数）

事務局長ダミー 調査票の回答者が事務局長=1，それ以外=0

附表1：変数の定義

活動時間
正規職員・非正規職員の場合は標準的な週あたりの実労働時間×4　（問22），
ボランティアの場合は1ヶ月あたりの活動時間　（問26）

「組織運営やミッションの方針決定」への関与
「組織運営やミッションの方針決定」にかなり関与している=1，やや関与してい
る・あまり関与していない・関与していない=0　（問12）

「組織の全般的な業務の管理」への関与
「組織の全般的な業務の管理」にかなり関与している=1，やや関与している・あ
まり関与していない・関与していない=0　（問12）
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「個々のプロジェクトの管理・運営」にかなり関与している=1，やや関与している・
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職員ダミー 現在のNPO法人での活動形態が正規職員・非正規職員=1，ボランティア=0
男性ダミー 男性=1，女性=0　（F1）
年齢 年齢　（F2）
活動動機ダミー 現在のNPO法人での活動動機　（問3）

　社会・地域に貢献
　「人の役に立ち，社会や地域に貢献するため」があてはまる・ややあてはまる
=1，あまりあてはまらない・あてはまらない=0
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　「NPO法人の理念や活動目的に共感したため」があてはまる・ややあてはまる
=1，あまりあてはまらない・あてはまらない=0
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　「収入を得るため」があてはまる・ややあてはまる=1，あまりあてはまらない・あ
てはまらない=0

　経験・能力を生かす
　「自分の経験や能力を生かすため」があてはまる・ややあてはまる=1，あまり
あてはまらない・あてはまらない=0

　知識・経験を得る
　「新しい知識や技術，経験を得るため」があてはまる・ややあてはまる=1，あま
りあてはまらない・あてはまらない=0

　仲間・友人の輪を広げる
　「仲間や友人の輪を広げるため」があてはまる・ややあてはまる=1，あまりあて
はまらない・あてはまらない=0

　情報・つながりを得る
　「必要な情報やつながりを得るため」があてはまる・ややあてはまる=1，あまり
あてはまらない・あてはまらない=0
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介護経験ダミー 家族の介護を過去にしたことがある・現在している=1，ない=0　（F10）
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所属団体の活動分野ダミー2 NPO法人の主要な活動分野1番目が学術・文化・芸術・スポーツ=1，それ以外=0

所属団体の活動分野ダミー3
NPO法人の主要な活動分野1番目がまちづくり・観光振興・農村漁村・中山間地
域振興=1，それ以外=0
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NPO法人の2014年3月末時点の（有償ボランティア人数＋無償ボランティア人
数）/（正規職員数＋非正規職員数＋有償ボランティア人数＋無償ボランティア
人数）

事務局長ダミー 調査票の回答者が事務局長=1，それ以外=0
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NPOの就労に関する研究 

―恒常的成長と震災を機とした変化を捉える― 
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